
 

１ 非常通信 

(1) 非常通信とは

非常通信は、電波法（以下、同法と言う。）第 52 条第４号において、地震、台

風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそ

れがある場合（以下「非常の場合」という。）において、有線通信を利用すること

ができないか又はこれを利用することが著しく困難であるときに人命の救助、災害

の救援、交通通信の確保又は秩序の維持のために行われる無線通信と規定されてい

ます。

非常の場合の無線通信については、同法第 74 条第１項の規定により、総務大臣

は、非常の場合において人命の救助、災害の救援等必要な通信を無線局に行わせる

ことができます。 

なお、同法第 74 条の２で、総務大臣は、同法第 74 条第１項に規定する通信の円

滑な実施を確保するため、非常の場合における通信計画の作成、通信訓練の実施そ

の他の必要な措置を講じておかなければならないと規定されています。 

非常通信協議会は、同法第 74 条の２に規定されている非常の場合における必要

な通信の円滑な実施を図るため、無線系に加えて有線系も含め、あらかじめ運用上

及び訓練上必要な諸計画を作成しております。 

(2) 非常通信の取扱い

非常通信の取扱いについては、様々な法律に規定がありますが、主要な法律の規

定は以下のとおりです。

ア 電波法関係

(ｱ) 無線局は、原則、免許状に記載された目的又は通信の相手方若しくは通信事

項の範囲を超えて運用できません。（電波法第52条） 

ただし、非常通信は行うことができることとなっています。（電波法第52

条第４号） 

(ｲ) 総務大臣は、非常の場合においては、人命の救助や災害の救援等に必要な通

信を無線局に行わせることができます。（電波法第74条第１項） 
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なお、総務大臣には、非常の場合の通信を円滑に実施するために必要な体制

を整備する必要があります。（電波法第74条の２）

非常通信協議会は、これらの体制を整備することを目的として組織され、「非

常通信規約」、「非常通信運用細則」等を定め、非常通信の取扱について取り

決めています。

イ 有線電気通信法関係

総務大臣は、非常の場合は、有線電気通信設備を設置した者に対して、災害の

予防、救援等に必要な通信を行い、又はこれらの通信を行うため、その有線電気

通信設備を他の者に使用させ、若しくはこれを他の有線電気通信設備に接続すべ

きことを命ずることができます。（有線電気通信法第８条） 

ウ 電気通信事業法関係

電気通信事業者は、非常の場合は、災害の予防、救援等に必要な通信を優先的

に取り扱わなければなりません。（電気通信事業法第８条） 

エ 災害対策基本法関係

都道府県知事又は市町村長は、災害に関する通信が緊急を要するものである場

合は、電気通信事業者の電気通信設備を優先的利用や警察事務、消防事務、水防

事務等の有線電気通信設備及び無線設備の使用や、放送事業者に放送を行うこと

を求めることができます。（災害対策基本法第57条） 

オ 消防組織法関係

消防庁及び地方公共団体は、消防事務のために警察通信施設を使用することが

できます。（消防組織法第41条） 

カ 災害救助法関係

厚生労働大臣、都道府県知事又は都道府県知事から職権の一部を委任された市

町村長等は、非常災害が発生し、現に応急的な救助を行う必要がある場合には、

電気通信事業者の電気通信設備を優先的利用や、警察事務、消防事務、水防事務

等の有線電気通信設備及び無線設備を使用することができます。（災害救助法第

11条） 

キ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（以下「国民保

護法」という。） 

電気通信事業者である指定公共機関及び指定地方公共機関は、武力攻撃事態等



において、自ら定めた国民の保護に関する業務計画に基づき、通信を確保し、及

び国民の保護のための措置の実施に必要な通信を優先的に取り扱うため必要な

措置を講じなければなりません。（国民保護法第135条第２項） 

指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は地方公共団体の長は、国

民の保護のため緊急かつ特別に必要がある通信は、電気通信事業者の電気通信設

備を優先的利用や、有線電気通信法に掲げる者が設置する有線電気通信設備又は

無線設備を使用することができます。（国民保護法第156条） 

ク 強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化

基本法（以下「国土強靱化基本法」という。）関係

国土強靱化基本法第10条で定めることとされている「国土強靱化計画」におい

て、非常時の情報伝達手段の確保方策として、官・民が保有する情報通信インフ

ラの相互連携等について検討するとされています。（国土強靱化基本計画 第3

章2(6)） 

ケ その他

ア～ク以外にも、非常通信の取扱いとして、

(ｱ) 水防上緊急を要する通信のための事業用電気通信設備の優先的利用等（水防

法第27条第２項） 

(ｲ) 気象庁による津波・高潮等の警報事項の通知義務（気象業務法第15条）

(ｳ) 防衛出動を命じられた自衛隊の電気通信設備の優先的利用等（自衛隊法第

104条） 

などがあります。 
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地図で避難先がわかる、最新情報が自動で届く、
避難計画をメモできる、愛媛県公式アプリです。

第２条の２ 　災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものとする。 
２ 　国、地方公共団体及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を確保するとともに、これと併せて、住

民一人一人が自ら行う防災活動及び自主防災組織（住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織をいう。以下同じ。）
その他の地域における多様な主体が自発的に行う防災活動を促進すること。 

災害対策基本法（昭和36年法律第223号（抜粋））資 料 編

【基本理念】

第5条　市町村は、基本理念にのっとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並びに当該市町村の住民の生命、
身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該市町村の地域に係る防災に関
する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する。

2　市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並びに当該市町村の区域内の公共的団
体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の促進を図り、市町村の有す
る全ての機能を十分に発揮するように努めなければならない。

3　消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、第一項に規定する市町村の責務が十
分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならない。

【市町村の責務】

第５条の３ 　国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動が災害時において果たす役割の重要性に鑑み、その自主
性を尊重しつつ、ボランティアとの連携に努めなければならない。

【国及び地方公共団体とボランティアとの連携】

地震・津波、気象注警報、土砂災害警戒情報や、河川洪水予報、国民保護情報など
の防災情報や、緊急のお知らせをお手持ちの携帯電話やパソコンに電子メールで
配信するサービスです。

愛媛県防災メール ■QRコードを利用する場合
右のQRコードを読み取り、空メールを送信して下さい。

〈登録方法〉

■QRコードが読み取れない場合
「bousai.ehime-pref@ehime-pref.ktaiwork.jp」へ直接空メールを
送信してください。

〈お問い合わせ先〉 愛媛県県民環境部防災局防災危機管理課防災情報係  TEL089-912-2318　mail ： bousaikikikanri@pref.ehime.lg.jp

１　災害発生情報の入手
　テレビやラジオで、地震発生後は各地の震度、台風は進路予測気
象警報等が放送されます。災害発生時は、まずはテレビやラジオで
災害情報を確認しましょう。
　また、大規模な災害では、県や市町のホームページで災害や避難
に関する情報等を掲載します。防災行政無線、携帯メール、地域によっ
てはCATVやコミュニティＦＭ等で関連情報の入手ができます。

　災害発生時には、デマやうわさ、間違った情報が飛び交うおそれがあります。
　安心して被災後の生活を営むためには、被害情報、ライフライン復旧等の生活関連情報など、正確な情報を把握する必要があります。報道
機関や県・市町の情報に注意しましょう。

２　家族の安否確認
　家族や知人の安否確認をする場合は、音声を記録する災害伝言ダ
イ ヤ ル171、ウェブ サ イト 利 用 の 災 害 伝 言 ホ ー ム ペ ー ジ

「web171」などは災害時でも活躍することが期待されます。すぐに
活用できるように事前に確認しておきましょう。

災害情報の入手について

緊急時のテレホンガイド保 存 版

１　災害対策に当たって、国、地方公共団体及びその他の公共機関それぞれが、防災計画や相互の応援協定等に基
づき、適切に役割分担し、相互に連携協力の確保を図るべきことを定めたものである。

２　行政による「公助」はもとより、住民一人ひとりが自発的に行う防災活動である「自助」や、地域の防災力向
上のための自主防災組織をはじめとした、地区内の居住者等が連携して行う防災活動である「共助」なくしては
災害に対処することは困難であるため、こうした自発的な防災活動を行政としても促進していくものである。

解

　説

1　市町村の責務の一つとして「自主防災組織の充実」を図ることが定められていたが、基本理念に盛り込んだ
「共助」の観点から、これに加えて、住民に最も近い基礎自治体である市町村が、住民の自発的な防災活動を一
層促進する責務を明らかにしたものである。

2　自主防災組織とは、防災に関する住民の責務を全うするため、地域住民が自分たちの地域は、自分たちで守ろ
うという連帯感に基づき、自主的に結成する組織であり、災害時には、災害による被害を防止し、軽減するた
め、警報の伝達、避難の指示、避難誘導、初期消火、物資の配分、炊き出し等の活動を行う組織、いわば実動部
隊として役割を期待されているものである。

3　なお、自主防災組織とボランティアの差異は、自主防災組織がもっぱら自分たちの地域は自分たちで守ろうと
いう自衛的な組織であるのに対し、ボランティアは、自分たちの地域に限らず他人に対して奉仕活動等を行うも
のであるところにある。

解

　説

　これまで、ボランティアによる防災活動の環境の整備については、国及び地方公共団体の施策上の配慮事項とし
て規定されていた（法８条第２項第１３号）ところだが、東日本大震災をはじめ、近年の災害時においては、多く
のボランティアが活発に活動を行い、被災地内外で重要な役割を果たしており、今後発生が懸念される大規模広域
災害等において、ボランティアの役割はますます大きくなることが見込まれるところである。
　そこで、国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動の重要性に鑑み、その自主性を尊重しつつ、ボラ
ンティアとの連携に努めなければならないものとし、その連携について明確化したものである。
　なお、ここで規定するボランティアとは、個人・団体を問わず、「被災者の援護のため自発的に防災活動に参加
する者」全般を意味するものである。

解

　説



34 35

愛媛県
防災対策
基本条例

自助 共助

公助

第8条
2　国及び地方公共団体は、災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止するため、特に次に掲げる事項の実施に努めなけ

ればならない。
一～十二　（省略）
十三　自主防災組織の育成、ボランティアによる防災活動の環境の整備、過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支

援その他国民の自発的な防災活動の促進に関する事項
十四～十九　（省略）

愛媛県防災対策基本条例（平成18年12月制定　抜粋）資　料

【施策における防災上の配慮等】

第42条
3　市町村地域防災計画は、前項各号に掲げるもののほか、市町村内の一定の地区内の住居者及び当該地区に事業所を有す

る事業者（以下この項及び次条において「地区居住者等」という。）が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災
活動に必要な物資及び資材の備蓄、災害が発生した場合における地区居住者等の相互の支援その他の当該地区における防
災活動に関する計画（同条において「地区防災計画」という。）について定めることができる。

【市町村地域防災計画】

愛媛県では、今後非常に高い確率で発生が懸念される南海地震や
台風被害などによる被害を軽減するため、「愛媛県防災対策基本
条例（平成18年12月制定）」で定められた「自助」「共助」
「公助」のそれぞれの取り組みを促進し、災害に強いえひめづく
りを進めています。

■県民は、平常時から災害に関する危機意識を持って、自己の安全確保に努める。（4条2項）
■県民は、防災訓練及び研修等に積極的に参加し、地震や台風等についての知識を習得するように努める。（9条）
■建物の所有者は、建築の法令に基づき耐震性の診断を行い、必要により耐震改修等に努める。（10条）
■県民は、食料、飲料水、医薬品、ラジオ等を避難時に持ち出せるよう準備に努める。（11条）

【災害への備え】

自分でできること

■県民は、最新の災害情報を収集し、状況に応じて自発的に避難する。避難勧告等の発令には速やかに応じ、避難にあたっ
ては要配慮者の避難に配慮する。（36条）

【災害発生時の対応】

自助

■自主防災組織は、地域住民の防災意識を高めるために研修等を行うよう努める。（13条）
■自主防災組織は、自治体の情報を活用し、地域の災害危険箇所等の確認に努める。（14条）
■自主防災組織は、少なくとも年1回は、地域住民が主体となった防災訓練を実施するよう努める。（15条）
■自主防災組織は、市町、事業者及び関係機関等と連携しながら、地域の実情に応じた災害予防対策を円滑に行えるよう努

める。（18条）

【災害への備え】

地域でできること共助

■自主防災組織は、情報の収集と伝達、地域住民等の避難誘導、初期消火、負傷者の救護等地域の防災活動を積極的に実施
するよう努める。（39条）

【災害発生時の対応】

■住民への災害や防災に関する知識の普及に努めます。（23条）
■災害危険箇所や避難場所などの情報を住民に提供します。（24条）
■自主防災組織の結成を促すとともに活動を支援します。（25条）
■災害時の応急対応に必要な物資の備蓄に努めます。（29条）
■事業者等と協力し、食料や飲料水、医薬品等を確保し供給に努めます。（30条）
■傷病者の治療拠点となる病院を指定するなど、医療救護体制の整備に努めます。（32条）
■ボランティア受入体制の整備、物資の提供などボランティア活動の支援に努めます。（33条）
■安全な避難場所を確保し、道路や河川などの施設を点検、整備に努めます。（34条）
■職員が災害時に迅速に対処できるよう危機管理体制を強化します。（35条）

【災害への備え】

県や市町が取り組むこと公助

■災害や防災の情報を集めるとともに、住民や帰宅困難者への情報提供に努めます。（42条）
■迅速かつ適切な避難、救助、医療等の災害応急対策ができる体制を整えます。（43条）
■市町から応援や応急措置を求められた場合は、あらゆる手段の活用を検討し、速やかな対応に努めます。（44条）

【災害発生時の対応】

第7条　地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定による防災に関する責務を有す
る者は、基本理念にのつとり、法令又は地域防災計画の定めるところにより、誠実にその責務を果たさなければならない。

2　災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者は、基本理念にのつとり、
災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するとともに、当該事業活動に関し、国又は地方公共団体が実施する
防災に関する施策に協力するように努めなければならない。

3　前二項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのつとり、食品、飲料水その他の生活必需物資の備
蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練その他の自発的な防災活動への参加、過去の災害か
ら得られた教訓の伝承その他の取組により防災に寄与するように努めなければならない。

【住民等の責務】

1　「住民」とは、自然人のみならず法人も含まれる。
2　「自ら災害に備えるための手段を講ずる」とは、災害予防に関する住民の責務を明らかにしたものであり、例え

ば、防災についての知識を身につけること、非常持出品の用意や備蓄品の点検、家具等の転倒防止等が挙げられる。
3　「防災に寄与」とは、災害の発生の未然防止、被害の拡大防止及び災害の復旧に積極的に応ずることで、例え

ば、防災訓練への参加、災害を発生した場合の通報、避難についての協力、応急措置への協力等が考えられる。
また、自主防災組織に参加してその活動に加わることも防災に寄与することに含まれる。

解

　説

1　第2項第十三号では、自主防災組織の資機材の充実、自主防災組織の活動拠点の整備、自主防災組織のリーダー
の育成、ボランティア団体との連携、登録・研修制度、災害時におけるボランティアの受付・調整等の受入れ体
制の確保、ボランティア活動拠点の確保・提供、過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援、優良企業
等に対する表彰等を行うよう努めるべきことを規定している。

2　「過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援」とは、例えば、大規模災害に関する調査分析結果や映像を
含めた各種資料を広く収集、整理し、適切に保存し、広く一般的に閲覧できるよう公開に努めること等が必要である。

3 「その他国民の自発的な防災活動」とは、例えば、企業が顧客や従業員を守るための活動、輸送・炊き出し・施
設の開放等の企業による社会貢献活動、個人や企業による義援金・義援物資の提供、商工会・組合等公共的団体
等の防災活動等である。

4　総務省消防庁は、防災まちづくり大賞や優良少年消防クラブの表彰、災害ボランティアの活動環境の整備（行政
との関わり、人材育成等）に関する検討等を行うなど、住民の自発的な防災活動の促進に係る様々な施策を展開して
いる。

解

　説

1　市町村地域防災計画の中に市町村の一定の地区内の居住者及び事業者が、「自助」・「共助」の精神に基づき、市
町村等と連携して行う自発的な防災活動を促進し、ボトムアップ型で地域における防災力を高めるため、各地区
の特性に応じたコミュニティレベルでの防災活動を内容とする「地区防災計画」について定めることができると
している。

2　地区防災計画の内容としては、地区居住者等が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災活動に必要な
物資及び資材の備蓄、災害が発生した場合における地区居住者等の相互の支援その他当該地区における防災活動
に関することが挙げられる。

3　地区防災計画に基づいて防災活動を行う主体やその対象範囲については、各地区の特性に応じて、従来の自主
防災組織のような町内会単位や小学校区単位のものから、マンション単位のものや事業者、学校等が中心となる
ものまで多様なものが挙げられる。

解

　説






